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消滅時効の起算点・停止に関する基礎的考察
－フランス法における『訴えることのできない者に対して

























































































































































































































































































































































































































































































































を提起できない者に対して，時効は進行しない」（Cass.civ. 1re. 4 févr 1986,
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を提起できない者のみであり，現実の給付の訴え
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上の障害













9 avr 1818, S., 1819, 1, p. 462.（商法典旧第189条，５年）），戒厳令のために訴




った事件において，時効の進行休止を認めなかった（Cass. req., 31 déc 1866,
S., 1867, 1, p. 153.）。
しかし，その後，短期消滅時効の成否が問題となった事件において，破毀院
は債権者が精神上の病気を負っていることを理由に時効の進行休止を認めた。















juin 1935, S., 1936, 1, p. 366.（保険約款上の消滅時効　６ヶ月）は，債権者が
不在のため，権利の発生を知らなかった事件である）。ここでは，不在による
時効の進行休止が問題となった事件のみを取り上げることとする。






















その後，相続承認権の消滅時効が問題となった事件（Cass. req., 27 janv








































































Cass. civ. 1re., 14 févr 1989, Bull. civ., I, no 76.は時効の進行が休止しない理由
に言及しているので，ここで検討する。
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認したものにすぎないとされる（Henri, Léon et Jean MAZEAUD, Leçons de droit civil,
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